
 

 

小坂町町民課町民福祉班  

介護予防・日常生活支援総合事業 
早期移行に向けた取組み 



面積：２０１．７０K㎡ 
東西：２１．１㎞ 
南北：２４．６㎞ 
 
北隣：青森県平川市 
南隣：鹿角市 
西隣：大館市 
東隣：鹿角市・青森県十和田市 
 
主な地域指定：広域市町村圏 
          (ふるさと)  
          過疎 
          辺地 
                         振興山村 
                         地方拠点 
 

十和田湖に代表される美しい自
然、そして鉱山の歴史に彩られ
た近代化産業遺産の建物群が
ヨーロッパの町にも似た独特の
風景を形づくっています。 



人  口 ： ５，５１７人（男２，５７６人 女２，９４１人） 
世帯数 ： ２，４８９世帯 
高齢者人口 ： ２，２８８人 高齢化率：４１．５％  （いずれも平成２７年１０月１日現在） 

 
介護保険料基準月額 ： ５，３００円（基準額は第５段階・標準９階層で設定） 

小坂町の位置・人口等 

★秋田県の北東部に位置し、青森県との県境に接している。 
  町内の７割が森林であり、町を南北に縦断する東北自動車道や国道２８２号線   
    沿い、十和田湖周辺が主な居住地となっている。 
 
★小坂鉱山の発見により明治初期から「鉱山の町」として発展してきた。 
  鉱山閉山後はこれまで培った鉱山技術を活用した最先端の環境リサイクル産 
  業への転換を図り、都市鉱山として発展を遂げている。 
 
★近隣市と連携してリサイクル産業を柱にするだけでなく、町の近代化遺産を活  
   かした観光分野も大きな柱になっている。 
 
★大正９年には１７，１００人（県内２位）の人口を有していたが、鉱山の業態変化 
   や都市部への流出により人口減少が続いている。 
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★高齢化が年々進んでいることは、総人口の減少に反比例して伸びる高齢者数から推測される。             
     総人口にあっては年１００人前後のペースで減少している。 
   特に若年層・生産年齢層は、都市への流出などの流れに歯止めがかからず減少を続けていて、 
   近年は少子高齢化の流れが一段と加速している。 

小坂町の人口の状況等について 
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2,268
2,262 2,281 2,290 2,310

  平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 

高齢化率 
37.0 37.4 38.3 39.4 40.5 

  
  

前期高齢者 

割合 16.9 16.4 16.6 16.9 17.7 

  
  

後期高齢者 

割合 20.1 21.0 21.7 22.5 22.8 

★近年は、７５歳以上の高齢者数が一定の増加を続けている。 
   高齢化率は年１％程度上昇しており、地域の高齢者が自立した生活を送るために 
   持続的かつ効果的な支援体制の整備が求められている。 

高齢者数の推移 



  要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合計 
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25  26  87  48  35  56  30  307 
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平 成 
24年度末 

17 34 95 51 40 64 35 336 
15.0% 

平 成 
25年度末 

26 35 88 54 36 64 32 335 
15.1% 

平 成 
26年度末 

23 34 92 57 43 68 35 352 
15.4% 

★要支援認定者の数が近年減少傾向なのに対し、要介護認定者は増加を続けている。 
   特に要介護１～２、４の伸びが顕著であるが、年齢別でみると８０代半ば以降の認定者が増加 
  している。この点については、加齢に伴う部分が大きいと推測される。 
   一方、前期高齢者であっても要介護認定を受けるケースも増加傾向であるが、主に男性の数 
     が増加している。この点は、介護予防事業への男性の参加率が低いことや生活習慣が影響し 
     ているものと考えている。 

要介護認定者数の状況 



人口（平成２７年４月１日） ５，５９２人 

 高齢者人口 ２，２８３人 

 高齢化率 ４０．８％ 

 前期高齢者人口 ９８８人 

 後期高齢者人口 １，２９５人 

要介護認定者（平成27年4月1日時点） ３５２人 

 要介護認定率 １５．４％ 

介護サービス利用者数（平成27年3月末時点） ３３１人 

 居宅サービス １７３人 

 地域密着型サービス ５７人 

 施設サービス １０１人 

保険給付費（平成26年度速報値） ６億９，２６４万２，３５５円 

 居宅サービス １億９，６３２万９，４３７円 

 地域密着型サービス １億１，３５８万４，１４０円 

 施設サービス ３億２，６０５万５，２０１円 

 特定入所者サービス ３，９６５万８，３００円 

 その他 １，７０１万５，２７７円 

小坂町の介護保険の状況 



総合事業開始に至る経緯 
①平成２６年度半ばに小坂町の高齢化率が初めて４０％を超えた。 
②高齢者の孤独死が発生したり、認知症高齢者や虚弱高齢者が急激に増加し 
  ている状況が報告されたりして、早急な対策が必要であった。 
③地域支援事業で行ってきた事業をとりあえず落とし込み、総合事業開始後に 
  充実・強化する方が有利であると考えた。 
④介護保険料の引き上げを始めとした費用負担の増加など被保険者に相当の 
   負担をお願いする項目も多いことから、目に見える高齢者施策を展開する必 
   要があった。 
 

組織体制 
①介護保険全般（総合事業含む）の担当が専任１名、地域支援事業の包括的・  
  任意事業担当が兼任で１名となっている。 
②直営型地域包括支援センターを併設している状況が、介護保険行政の円滑   
  な運営に大きな効果をもたらしている。 
③庁内はもちろんのこと、町内外の医療機関や事業者と常に連絡調整を図りな 
  がら業務に当たっている。 

介護予防・日常生活支援総合事業 
開始に至るまでの経緯・組織体制 



（１）提供するサービス内容の組み立て 
 ⇒①現行に相当するサービスはみなし指定を活用し、国の基準をそのまま利 
    用することで事務負担を軽減 
   ②既に実施していて内容が合致するサービスを落とし込む 
   （協議体の設置後に多様なサービスの立ち上げについて考える） 
   ③予防給付の実績等を踏まえて事業費を推計して予算計上 
   

（２）一般介護予防事業の組み立て 
 ⇒①これまでの事業の効果を検証し、総合事業へ移行させる事業の洗い出し      
       ②地域課題の解決のため、新規事業の必要性を検討 
    （ポイントカードの導入、生きがいづくり事業 など） 
 

（３）生活支援体制・コーディネーターの配置をどうするか 
 ⇒①協議体の設置（構成や位置づけ）をどうするか                      
   ②コーディネーターの選出・養成の検討 
   ③協議体やコーディネーターに期待する役割を明確化させる 
 

 このほか、認知症対策（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員
の配置）や、地域の居場所づくりへの支援方法についても検討。 
 

総合事業の実施に向けた検討内容 



平成２６年８月   ７月に行われた全国課長会議を受けて移行に向けた内部検討を開始 
      １２月     仙台市で行われた総合事業関係のセミナーへの参加 
            総合事業へ移行が可能なサービスを洗い出し、類型・基準等の検討や 
            調整、課題の洗い出し作業 
            影響を受ける主な２法人・１民間事業者を対象に総合事業への早期移行 
            について打診・協議を開始 
 
平成２７年１月    事業者とサービスの詳細に関する調整作業 
            当初予算の編成作業（介護報酬改定の影響で一部を２月上旬まで延長） 
              介護保険業務システムの改修作業を開始 
       ３月    町議会に対して総合事業の実施について説明 
            住民説明会を開催（第６期介護保険計画と合同で実施） 
              要綱・委託契約書等の整備・制定作業 
              国保連合会との調整・協議（審査支払事務等） 
       ４月     国保連合会と事業対象者の台帳情報の登録テストを実施 
            基準緩和型サービス（通所型サービスＡ相当）を開始 
       ５月     国保連合会に正規の台帳情報を登録 
               

総合事業実施までの流れ 

準備期間はわずか３カ月！ 



総合事業を早期に開始する場合、四例の計算式から選択が可能となっている。 

☆小坂町の場合、原則的な計算方法で上限額を算出すると約４３０万円超過する。 
 〈平成２６年度の介護予防給付（訪問・通所）＋介護予防事業の合計額〉× 
      （７５歳以上の高齢者数の伸び）－〈平成２７年度の介護予防給付（訪問・通所）予算額〉 
 
 ２７，７２９，０８１円×１．００９－１１，２３９，８１７円＝１６，７３８，８２５円･･･②（原則上限額） 
 

       ②－①＝－４，３１５，１７５円  ←上限額を超過する 

☆有利な１０％特例を利用して上限額を算出した場合には約１８０万円の超過に圧縮される。 

 →上限額を超過しても早期実施自治体は個別協議により上限額を超過することが可能 
 
〈平成２６年度の介護予防給付（訪問・通所）＋介護予防事業の合計額〉×１．１ 
      －〈平成２７年度の介護予防給付（訪問・通所）予算額〉 

 
 ２７，７２９，０８１円×１．１－１１，２３９，８１７円＝１９，２６２，１７２円･･･③（１０％特例上限額） 

 

 ③－①＝－１，７９１，８２８円  ←上限額を超過するが個別協議で超過可能 
 

平成２７年度 介護予防・日常生活支援総合事業費支出予定額 ２１，０５４，０００円･･･① 
 

総合事業開始の遅れに伴う影響 



 
○平成２７年度～２９年度の移行期においては、１０％の特例措置を活用することができ 
   るものの、平成３０年度以降は特例措置は無くなる見込みである。 
○移行期には、体制整備に向けた初期投資（体制構築に係る費用）が発生したり、移行 
  初年度は給付と事業が混在したりするため、通常よりも事業費が増大することが想定  
  される。 
○他の早期実施自治体で行った試算においても、総合事業への移行が遅くなるほど費 
  用面での影響が増大することが報告されている。 

 
 

 早期の総合事業実施と体制確立により、長期的に給付費（事業費）の抑制を図る 
 →地域住民の保険料負担を抑えることにもつながる！ 
 
 
★前年度の予防給付費の実績も加味して上限額を設定するため、来年度以降に総合 
  事業を実施する場合には、今年度の介護報酬改定の影響を多大に受ける。 
  今年度中に総合事業を実施した方が、事業費の上限額が高く設定されるため、事業 
  を組み立てやすい。 



①訪問型サービス 

基準 現行の訪問介護相当 多様なサービス 

サービス種別   ①訪問介護（第１号訪問事業） ②訪問型サービスＢ 

サービス内容 訪問介護員による身体介護、生活
援助 

住民を主体として行う生活援助 

対象者とサービス
内容の考え方 

○既にサービスを利用している又
は新たに利用の必要がある方で、
今後も継続してサービス提供の必
要がある方 

○現行の基準に沿い、訪問介護員
によるサービス提供を必要とする
場合 

○利用者の状態等も踏まえながら、利用
を促す 

○現在町社会福祉協議会において実施
している事業を母体に、総合事業向けに
サービス内容や基準の内容を調整中。 
 

実施方法   事業者指定（みなし指定） 補助 

基準   予防給付の基準を基本 必要最小限の基準内容 

サービス提供者  訪問介護員（訪問介護事業者） 地域の住民 

提供開始年月       平成27年4月 平成28年1月 

総合事業の各サービス種別に相当するサービスや単価等の現状 



②通所型サービス 

基準 現行の通所介護相当        多様なサービス 

サービス種別  ①通所介護（第１号通所事業）       ②通所型サービスＡ 
   （緩和した基準によるサービス） 

サービス内容 通所介護と同様のサービス 
生活機能向上のための機能訓練 

       ミニデイサービス 

対象者とサービス
内容の考え方 

○既にサービスを利用している又
は新たに利用の必要がある方で、
今後も継続してサービス提供の必
要がある方 

○現行の基準に沿ったサービス提
供を必要とする場合 

○既に通所系サービスを利用している又
は新たに利用の必要がある方で、状態や
利用希望等も踏まえて緩和した基準によ
るサービス提供が可能な方が対象 
○既存の事業所に併設する形での運用 

実施方法   事業者指定（みなし指定）           委 託 

基準   予防給付の基準を基本      人員等を緩和した基準 

サービス提供者   通所介護事業者の従事者   通所介護事業者の従事者・ボランティア      

提供開始年月       平成27年4月         平成27年4月 



多様なサービスの構築に向けて････ 

介護サービス事業者等 自治会・ボランティア等 地域の元気な高齢者 

協議体 
（小坂町地域づくり推進協議会） 

質を確保しつつ、より多くの住民の参画に 
重点を置いて検討 構成員に期待する役割の明確化 

 第１層のみ設置 



 多様なサービスの構築に向けた協議体は、平成２７年１１月に設置しました。 
 

☆地域包括支援センターが中心となった協議体の設置 
 ○小坂町では地域包括支援センターが中心となり、高齢者に関する情報の把握、様々な介護予防   
   事業の展開、多様な関係機関との調整役を担っている。 
   また、町社会福祉協議会が持つ地域のネットワークを活かすために、第１層のコーディネーター 
   を地域包括支援センターの保健師１名＋町社会福祉協議会の職員１名の２名体制としました。 
 
 ○地域ケア会議で出された地域課題や地域包括支援センター運営協議会（介護保険運営協議会） 
   で示された方針に基づき、協議体の中で議論を行う。 
   また、協議体の構成員が担うべき役割に理解を深めてもらうため、研修会を設けました。 
 
   ○総合事業の内容を充実させ、多様なサービスを構築する（巻き込む）ためには、行政主導でサー 
   ビスを構築するだけでなく、協議体の構成員が自覚を持って議論に参画し、地域において本当に 
  必要でかつ持続可能なサービスを創出するための取り組みが必要である。 
 
  

生活支援サービス協議体・生活支援コーディネーターの設置 



☆名称等 
   関係機関の情報共有や連携を図るとともに、地域資源の発掘や構築を目的とした場として  
 「小坂町地域支え合い推進協議会」を設置しました。 
  地域ケア会議で出された地域課題や運営協議会等で示された方向性との整合性を図るために、 
 町（地域包括支援センター）が協議会の事務局を担う。 
 
 

☆協議会に求める役割 
   ○体制の構築に向け、企画立案や必要な協議・調整を行うこと 
   ○コーディネーターを組織的に支えること 
   ○各構成員で把握している地域ニーズを共有し、地域課題の解決に結びつけること 
 
   

☆協議会設置時の構成員 
  ・町社会福祉協議会（ＳＣ１名） 
  ・社会福祉法人１団体（町の介護予防事業受託団体：１名） 
    ・自治会総連絡協議会（地縁活動や見守り活動：町内５地区から代表を５名） 
  ・民生委員（声かけや見守り：２名） 
  ・介護予防協力員（地域の協力体制の強化：代表１名） 
  ・地域福祉活動の実践者（居場所づくりや家事支援の分野から各１名）  
  ・警察署交番（見守りや地域課題の把握：所長１名） 
  ・消防署分署（        〃        ：分署長１名）   
  ・郵便局（           〃        ：局長１名） 
  ・地域包括支援センター（ＳＣ１名含む・事務局兼務：４名） 
  ・町民課町民福祉班（介護保険・地域支援事業担当：３名）     計 ２２名で発足。 



 

☆協議体の立ち上げまで 
  平成２７年 ７月  協議会の構成を確定 
         ８月  要綱の整備、構成員へ参加の打診・調整 
        １１月  第１回会議を実施 
 
 

☆協議会やコーディネーターの今後 
 
〇協議会 
 ・平成２８年１月から開始予定の訪問型サービスＢ（住民主体による訪問サービス）について、具体 
   的なサービス内容や基準について意見交換を行う。 
 ・コーディネーターが地域で行う活動をサポートする。 
 ・地域課題や高齢者の生活実態の共有を図るほか、今後の地域づくりの方向性や計画を検討する。 
 ・住民へ地域内での支え合いを推進する必要性をＰＲしてもらう。 
 
〇コーディネーター 
 ・協議会において出された方向性や計画に基づき、地域で行う活動を支援する。 
  （協議会や民間企業との連携） 
 ・地域ケア会議や職種、ネットワークを活かした「人・活動・地域課題」の情報収集。   
 ・生活支援サービスの質を確保し、持続した活動ができるよう必要な助言や支援を行う。 
 ・地域で必要とされるサービスと実際に行われる取り組みのマッチングを行う。 



－ミニデイサービス「くるみ」 

 既存の通所介護で提供しているサービス全ては必要としない方を対象に、時間や内容をある程度
限定し、基準等を緩和したミニデイサービスを平成２７年４月から開始した。町が事業主体となり、管
理運営を町社会福祉協議会へ委託している。 
 福祉保健総合センター内に設置し、併設の通所介護と設備等で共有できる部分は共有している。 
 利用者からの評判は良く、今後さらに内容の充実を図りながら安定した運営を行っていく。 

～「くるみ」の利用者の様子①～ 

多様なサービスの例 

利用者が塗り絵を 
している様子です 



～「くるみ」の利用者の様子②～ 

利用者が得意としている 
裁縫をしている様子です 



①こさかはっぴいカード 
 町が実施している各種介護予防事業の参加者（特に男性）の掘り起こしを目的に、埼玉県
志木市・神奈川県横浜市の取り組みを参考にして介護予防ポイントカード事業を開始した。 

 町内の６５歳以上の高齢者に対しポイントカードを交付し、事業参加者と運営ボランティア
にポイントを付与。年間の累計ポイント数に応じて、商品券と交換することとしている。 

 交付状況は、事業開始から半年で第１号被保険者数の約２０％に達した状況であり、カー
ドを交付した被保険者からの反応も上々である。 

 今後は町社会福祉協議会・教育委員会において実施している事業も交付対象とする予定
であり、高齢者がより意欲を持って様々な事業に参加できるよう努めていく。 

一般介護予防事業の実施状況 



②高齢者生きがいづくり事業（仮称） 
 高齢者と小中学校児童生徒との交流を通じ、生きがいを創出する事業である。 
 教育委員会とのタイアップ企画とし、小中学生との交流だけでなく、認知症予防を目的とした 
脳のトレーニング、運動機能維持を目的とした各種トレーニング、栄養改善を目的に学校給食
の提供などを事業の柱とし、全て校舎を利用して実施する予定である。 
 平成２８年度からの実施を目指し、準備を進めている。 
 

★平成２５年４月に小中一貫教育を開始。 
  また、公民館・体育施設も隣接（渡り廊  
  下で接続）しており、ハード面を整備する          
    ことなく実施が可能である。 

小坂小学校・中学校の外観 



③高齢者いきいき交流 
  虚弱な高齢者を対象として、楽しく集える場を提供し、交流活動を通じて生きがいづくりを進め、  
 要介護状態への進行を防止する。 
  本事業は、社会福祉法人 小坂ふくし会へ委託し、「はいから倶楽部」を拠点に実施している。 
 
※はいから倶楽部･･･特別養護老人ホーム「あかしあの郷」に併設された地域交流スペース。 
               近隣には銀行、スーパーマーケット、診療所などがあり、地域住民が気軽 
               に立ち寄れるための拠点として整備された。 
             町で行う介護予防事業の拠点の一つにもなっている。 

はいから倶楽部外観 



～はいから倶楽部の内部～ 



④お元気くらぶ 
 町内の第１号被保険者を対象に、介護予防事業が創設される以前から取り組んできた。 
 閉じこもり予防と認知症予防・運動機能の維持の普及啓発の場として、交流を主体とした事
業。地域包括支援センターの保健師等が町内各自治会館などへ出向き、地域に密着した形で
の事業を展開している。 
 血圧測定や健康相談も実施しており、町内の高齢者の健康状態などを把握する手段の一つ
にもなっている。 
 「お元気くらぶ」が住民主体の地域の通いの場づくり（高齢者の居場所づくり）に発展してきた。 

～お元気くらぶの活動風景①～ 



～お元気くらぶの活動風景②～ 



 自宅から気軽に通える「地域の通いの場」づくりを住民が主体的になって取り組んでいる。 
 中心となる方の自宅や自治会館を会場とするため、地域の多くの方々に利用されています。 

 こうした取り組みを町内全域に普及させることで、介護認定に至らない「元気な高齢者」を増やす
とともに、生きがいづくりや地域の見守り活動につなげることが期待できる。 

 ⇒地域介護予防拠点整備事業にもつながると期待される！ 

通いの場の構築 

地域住民の積極的な参画 
 （自治会連絡組織との連携） 

地域で行う通いの場づくり 

  核となる人材の育成 
    （町社協との連携） 

自治会館の改築・大規模修繕 
      （一般会計） 

通いの場の構築に必要な
備品等の購入補助 
（地域支え合い体制づくり事業） 

基礎となったのは 
「お元気くらぶ」 



①細前田自治会「お茶っこ会」 

開始時期     平成１７年４月  実施主体    自治会の老人部 

実  施  日       月１回  時  間  帯   午前１０時～午後３時 

場   所       自治会館  参  加  費  １回の参加につき２００円 

具体的な 
内     容  

発足当初は民謡踊り、軽体操、カラオケなど。 

現在は脳活性運動、口腔ケア体操、参加者の趣味など参加者の要望に
より充実を図っている。 

女性陣は「会津磐梯山」
を踊ってみました♪ 
 
その横では男性陣が 
囲碁対決の真っ最中！ 



昼食前にみんなで軽体操を 
するのが恒例になっています。 
 
みなさん笑顔で積極的に 
取り組んでいます☆ 

みんなで食卓を囲みます。 
 
この日は女性の方々が 
腕をふるってカレーライスを 
つくりました。 



②永楽町自治会「お元気かい」 

開始時期     平成２５年１月  実施主体    自治会の福祉部 

実  施  日  週１回（毎週月曜日）  時  間  帯   午前１０時～午後３時 

場   所       自治会館  参  加  費  無料（自治会から助成あり） 

具体的な 
内     容  

調理実習やおしゃべりといった内容から、お元気くらぶで行った体操など
多彩なメニューの中から決まります。 
昼食は各自で持ち寄ります。 

この日は冷やし中華を 
みんなで調理しています。 
 

この他にも参加者が漬け物
やおかずを持ち寄ります。 



みんなで楽しく昼食のひととき
を過ごしています！ 

中心となる方が年間カレン
ダーを作成してみんなに配
布しています。 
他の行事と重ならないよう、 
日程を調整しています。 



①地域包括支援センター運営事業 
 町内１ヵ所の町直営地域包括支援センターは、正職員４名（保健師３名・社会福祉士１名）､臨
時職員（看護師、介護支援専門員）の体制で運営している。障害者相談支援事業所を併設してい
るだけでなく、福祉担当や保健センターとも隣接していることから、住民からの相談にきめ細かく
応じる体制が構築されている。 
 

②地域ケア会議の開催 
 医療関係者やサービス事業者を始めとする多職種の実務者が集まり、個別ケースの検討や通
常サービスを提供する中で出た課題の共有、地域課題の洗い出しなどを行っている。月１回開催
しており、小坂版地域包括ケアシステムの基礎的な役割を担っている。 
 

★小坂町地域ケア会議の委員の構成 
  医療関係者････町内の診療所の医師１名 
   居宅介護支援事業所････町内外の居宅介護支援事業所計５ヵ所から各１名 
  サービス事業所････町内の介護老人福祉施設２ヵ所から各１名 
                訪問介護事業所１ヵ所から１名 
                通所介護事業所４ヵ所から各１名 
  福祉関係者････町社会福祉協議会から１名 
  行政関係者････福祉担当職員・保健センター職員  
  地域包括支援センター職員 
  合計１８名で構成され、多職種連携を図るための基盤となっている。 

地域包括支援センターの運営状況 



～小坂町地域包括支援センター～ 

 小坂町に１ヵ所の地域包括支援センターは町直営方式で、役場内に設置されている。 

 保健センターとフロアを共にしているだけでなく、福祉担当課も隣接していることから、住民からの
様々な相談に連携してワンストップでの対応が可能となっている。 



①事業者に対して、制度の周知・広報が不足していた 
   総合事業への理解が不足したことに加え、制度改正の対応とも重なったことから 
   混乱を招いた。 
 ⇒事業者や関係機関への丁寧な説明が必要である！ 
 
②総合事業の内容を充実させるには時間を要する 
   協議体やコーディネーターがどんなに頑張っても、生活支援の輪が町内全域に浸 
   透していくには、時間がかかることを覚悟する必要がある。 
 ⇒だからこそ早期に取り組む必要がある！ 
 
③職員負担の増加 
      小規模な町であるが故に職員体制の確保が困難な状況にある。 
    総合事業へ移行する前よりも移行後に取り組むべきことが多いため、早期に取り 
    組むだけでなく、継続した取り組みが必要です。 
 ⇒だからこそ早期に取り組む必要がある！！ 
 
④サービスの質の低下への懸念 
      新聞報道などの影響もあり、一部の住民から総合事業の実施を不安視する意見 
    が寄せられた。実際はサービスや事業に幅と選択肢が広がるだけでなく、みなし 
    指定制度の活用も可能なことから、質の低下にはつながらなかった。 
 ⇒総合事業の主役は地域の住民であり、十分な周知を図る必要がある！          

総合事業の実施における課題 



①地域包括ケアシステムの構築に早急に取り組む必要性 
 →地域が加速度的に高齢化する中で、行政側の都合で総合事業への移行を先延 
  ばしすることに疑問を感じた。移行をためらう時間的余裕は無いのでないか。 
 

②第７期介護保険事業計画の策定が容易になる 
 →データが蓄積されることで、事業計画策定における推計がより正確になる。 
   総合事業の実施により表面化した課題への対処が可能となり、事業の充実を 
   図ることができる。 
  （平成３０年４月施行予定の法改正に余裕をもって対応できる） 
 

③事業費の上限引き上げ 
 →早期の総合事業への移行によって事業費の上限が引き上げられたことにより、 
     新しい事業に取り組むことができた。原則的な計算法で算出すると、上限額を 
   超過する可能性もあるため、早期移行が有利である。 
 

④住民意識の転換と連携 
 →地域住民も、現在住んでいる地域の現状や将来に問題意識を持っている。 
   住民と連携して、地域の課題解決と地域づくりに取り組めることに、やりがいを 
   感じることが多い。 

総合事業に移行して良かった点 


